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１．はじめに
近年，廃棄物問題を解決するための方法の一つとしてリサイクルに対す
る社会的な関心が増加してきている。一般的にリサイクルは，使用済みと
なった製品から再利用可能な資源を取り出し，再生資源として販売し，残
渣を最終処分している。これにより，希少資源の利用量と最終処分量とを
減少させる効果を持っている。そしてリサイクルがもたらす廃棄物減量化
効果をより強力なものとするために，「拡大生産者責任」と呼ばれる概念に
基づいた政策手法が行われている。この概念は，生産者は自身が生産・販
売した製品が廃棄物となった際の処理をすべきであるという責任の在り方
であり，従来地方自治体によって行われてきた消費後の廃棄物処理を，生
産者によって行わせようとするものである。この考え方の背景には，公共
処理から民間処理への移行を促し，より効率的な廃棄物処理システムを促
したいという意図がある。
現在，日本でも家電製品，自動車，パソコンなどといった各種製品に対
してその生産者に処理責任を負わせるために，個別リサイクル法が制定・
施行されている。家電製品は家電リサイクル法，自動車は自動車リサイク
ル法，そしてパソコンは資源有効利用促進法に基づいて，各生産者によっ
てリサイクル・処理システムが構築されている。これら個別リサイクル法
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は，基本的には生産者に消費者によって使用済みとなった製品（以下，使
用済み製品）の引取・リサイクル・処理などを義務付けた法律であるが，
補完的に再商品化率基準と呼ばれる直接規制が行われている。この基準は，
生産者による使用済み製品引取量のうち，再生資源として生産・販売され
た量の比率として表現されるものであり，この基準以上の引取・リサイク
ル・処理を生産者に要求する政策手法である。
規制当局が，リサイクルの更なる促進のために再商品化率の法定基準を
引上げた場合，生産者は新たな基準以上の再商品化率を達成するための行
動をとる必要がある。通常は，使用済み製品引取量と再生資源生産・販売
量をともに増加させる事により，再商品化率が高まることが期待される。
この状況は，家電リサイクル法のシステム内で回収される使用済み製品の
量を増加させ，システム内でリサイクルが促進されるため，本法律の効力
を高める事が可能となるので，望ましい結果といえる。しかしながら，生
産者には全く逆の行動をとるインセンティブも存在する事に注意する必要
がある。つまり，使用済み製品引取量と再生資源生産・販売量の減少であ
る。というのも，再商品化率の定義上，使用済み製品引取量と再生資源生
産・販売量がともに減少しても，再商品化率を上昇させる事は可能だから
である。この状況は，システム内で回収される使用済み製品の量を減少さ
せ，システム内でのリサイクル促進を阻害してしまうことで，本法律の効
力を低めてしまうが，新たな基準を満たす事は出来ることになるのである。
これは，再商品化率基準のパラドックスとしてみなす事が出来る。つまり，
リサイクル促進を目的とした基準引き上げが，逆にリサイクル促進を抑制
してしまうという現象である。
このような再商品化率基準のパラドックスは図を用いて容易に確認する
事が出来る。縦軸を再生資源生産・販売量，横軸を使用済み製品引取量と
すると，図の線の傾きによって再商品化率を表す事が出来る。今，生産者
の再生資源生産・販売量と使用済み製品引取量の組合せがA点で示される
とすると，その時の再商品化率は①の線の傾きで表される。また，再商品
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化率の法定基準を満たしている。ここで，規制当局によって再商品化率の
法定基準の引上げが行われた場合，生産者は再商品化率をその基準を満た
すように上昇させる必要があり，引上げた後の再商品化率基準が②の線の
傾きで表されるとする。
この時，点Ｃで示される状況は，一般的に考えられている再商品化率基準
引上げの効果である。つまり，使用済み製品引取量と再生資源生産・販売
量がともに増加している。一方で，点Ｂで示される状況は，再商品化率基
準のパラドックスと呼ばれる現象である。つまり，使用済み製品引取量と
再生資源生産・販売量がともに減少しているが，新たな基準を満たしてい
るため，再商品化率は上昇しているのである。
以上の考察からも明らかなように，再商品化率基準の引上げがどのよう
な政策効果を持つのかを理解するためには，その基準によって規制を受け
ている生産者の行動を明らかにし，基準引上げがどのような影響を及ぼす
のかを調べる必要がある。この点を明らかにする事は，今後個別リサイク
ル法による政策効果を高めるため再商品化率基準が果たすべき役割を考え
るために重要であろう。
そこで，本論文では，再商品化率基準引上げが持つ政策効果を理論的に
明らかにする事を目的とする。具体的には，使用済み製品の引取と再生資
源の生産・販売を行う再生業者の行動に関する経済モデルを構築し，各市
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場の状況を考慮した比較静学分析を行うことによって，再商品化率基準引
上げが経済に及ぼす影響を明らかにする。
本分析に関連する先行研究としては，Ebert（1998）が挙げられる。そこ
では，産出量単位当たり排出水準で表される比率基準が代表的な汚染者に
課せられたモデルを用いて，その基準引上げが汚染者や経済に及ぼす影響
について実証的分析を行い，その後最適な比率基準についての規範的分析
を行っている1）。本論文では，前者の実証的分析で行われている方法を参
考にした分析を行っている。また，廃棄物問題に対する経済分析に関する
先行研究の中で唯一再商品化率基準について言及しているのは Eichner
（2005）であろう。そこでは，環境外部性，不完全競争，そして製品計画
外部性の三つの市場の失敗を解消するためにこの基準が補完的に利用可能
であることを示唆している。しかしながら，本論文の目的である再商品化
率基準引上げが経済に及ぼす影響については考察を行っていない。また，
廃棄物問題における政策手段として，Recycled Content Standards と呼ば
れる基準も存在する。これは，生産段階における総資源投入量のうち再生
資源を投入する比率を意味しており，その比率以上の投入を行うように要
求する手法である。この基準についての経済分析を行った先行研究は比較
的多く，代表的なものとして Palmer and Walls（1997）が挙げられる。し
かしながら，この基準についても引上げが行われた際の経済への影響につ
いての分析は全く行っておらず，最善の政策を得るための補完的な役割が
強調されているのみである。
最後に，本論文の構成を述べておく。次節では，再生業者の基本的行動
に関する経済モデルを構築する。３節では，様々な市場条件の下で再商品
化率基準の引上げが経済にどのような影響を及ぼすのかについて比較静学
の手法を用いて分析していく。そして，４節では，本分析の結果を要約し，
政策的意義について考察し，そして今後の課題を述べて，本稿の結論とす
1） また，様々な比率基準が経済主体に及ぼす影響について分析したものとして，Harford and 
Karp（1983）と Helfand（1991）とが挙げられる。
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る。
２．基本モデル
本節では，代表的な再生業者の行動の基本モデルを導入し，プライステ
ーカーの仮定の下で利潤最大化行動を行う再生業者に対する再商品化率基
準の引上げが及ぼす影響を明らかにする2）。
本経済は，使用済み製品市場と再生資源市場とから構成される。今，使
用済み製品，労働，そして資本を投入要素として再生資源を生産している
再生業者が存在するとする。再生業者は以下のような再生資源生産技術を
有しているものとする。
 （1）
ここで  は再生資源生産量， は資本投入量， は使用済み製品投入量，そ
して  は労働投入量であり，使用済み製品と労働とは完全補完的な関係に
ある3）。ここから，（1）式で表される生産関数は以下のように解くことが
出来る。
 （2）
ここで，労働投入は限界生産力逓減の技術を仮定し，使用済み製品につい
ては単位当たり の割合で再生資源を生産する事が出来るものとする。こ
の  は資本投入水準に依存した投入係数を表しており，資本投入が増加
すれば単位当たり生産量が増加するものとする（つまり  ）。また，こ
の係数が再商品化率を表していることにも注意が必要である。
再商品化率基準パラドックスの経済分析
2）拡大生産者責任の考え方に基づいた政策は，生産者に対して使用済み製品の引取・リサイク
ル・処理を義務付けている。しかし，実際にその引取・リサイクル・処理を行っているのは
生産者自身ではなく，委託された再生業者であるのがほとんどである。したがって，本論文
でもこのような状況を鑑み，生産者の行動は捨象し，再生業者のみの行動を考察していく。
3） 使用済み製品と労働に関するこの仮定は現実に状況に近いものである。再生資源を生産する
ためには原材料である使用済み製品は欠かせないものであり，それに付随して労働投入も必
ず必要となるためである。
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再生業者が再生資源を生産する際には，労働投入，資本投入，使用済み
製品投入，そして再生資源生産過程で生じる残渣処理に伴う諸費用が発生
する。最初に，再生資源生産に必要な労働投入量を  で表しておく。
その性質は限界生産力逓減の仮定より，  と表される。  が労働
投入単位当たり価格であるとすると，労働投入費用を以下のように定義す
る事が出来る4）。
 （3）
つまり，この費用関数の性質は  と表される。次
に，再生資源生産のために必要な使用済み製品投入量を  で表し
ておく。さらに，再生資源生産過程では残渣が発生し，それは埋立て処分
を行う必要があるものとする。その時，残渣発生量  を次のように表す。
 （4）
つまり，使用済み製品投入量から再生資源生産量を除いた分が残渣である。
今，規制当局はある再商品化率基準  を設定し，その基準を少なくとも
越えるような再商品化率を達成するように再生業者に要求しているものと
する。その時，再生業者が直面する再商品化率基準による制約は以下の様
に表される。
 （5）
ここで，もし再生業者の選択する再商品化率がその基準を超えているなら
ば，以下が成立する。
 （6）
この時，再生業者の行動はこの再商品化率基準による規制の影響を受けな
い。しかしながら，我々の関心は再商品化率基準が引上げられた時に自身
の再商品化率を変更せざるを得ないような再生業者の行動にあるので，以
下では再商品化率基準が規制として有効であるケースのみを考察してい
く。したがって，再生業者は以下の関係を満たすような再商品化率を選択
しているものとする。
4） 変数の上のバーは，その変数が一定であることを示している。以下同様である。
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 （7）
ここから，規制当局が設定している再商品化率基準に等しい再商品化率を
達成するために必要な資本投入量が得られるが，それを再商品化率基準の
関数  として表しておく。その時，この性質は  より，再商
品化率基準引上げが資本投入量を増加させることが分かる。つまり 
 である。今，  が資本投入単位当たり価格であるとすると，再
商品化率基準の制約下の資本投入に伴う費用は以下の様に定義される。
 （8）
ここで，この費用関数の性質は  である。さらに，  が残渣単
位当たり処理価格，そして が使用済み製品単位当たり価格であるとする
と，再生資源生産に関する総費用関数は以下の様に定義される。
 （9）
ここで，（7）式より  である。また，総費用関数の性質は以下の通
りである。
，  （10a）
 ，  　 （10b）
 ，  （10c）
（10a）の最初の式は，再生資源生産の限界費用を表しており，二番目の式
はその限界費用が逓増することを示している。（10b）の最初の式は，使用
済み製品価格上昇が総費用を増加させることを示し，二番目の式は再商品
化率基準の引上げが総費用に及ぼす影響を表している。そして（10c）の最
初の式は，再商品化率基準の引上げが限界費用を減少させ，使用済み製品
価格上昇が限界費用を増加させることを示している。
以上の基本的諸仮定より，再生業者の利潤最大化問題は以下のように表
す事が出来る。
再商品化率基準パラドックスの経済分析
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 （11）
今，使用済み製品市場と再生資源市場とは共に完全競争の状態にあり，再
生業者は再生資源市場では供給者，使用済み製品市場では需要者として行
動するプライステーカーである。そして，再生業者は利潤最大化の条件を
満たすように再生資源供給量  を選択するものとすると，それは以下の１
階の条件を満たす必要がある。
 （12）
ここから，再生資源供給量が得られ，  で表されるものとす
る。その時，この供給関数の性質は，（12）式を全微分し整理することよっ
て以下の様に確認される。
 ，  （13a）
 （13b）
（13a）の最初の式より，再生資源価格上昇は再生資源供給量を増加させ，
二番目の式より，使用済み製品価格上昇は再生資源供給量を減少させる事
が分かる。また（13b）式より，再商品化率基準引上げは再生資源供給量
を増加させることが確認される。ここで，次節での分析を容易にするため
に，様々な弾力性を定義しておくのが便利である。最初に，再生資源供給
の再生資源価格に関する弾力性を以下で定義しておく。
 （14a）
また，再生資源供給の使用済み製品価格に関する弾力性は，
 （14b）
さらに，再生資源供給の再商品化率基準に関する弾力性は，
 （14c）
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次に，限界費用の使用済み製品価格に関する弾力性を以下の様に定義する。
 （14d）
そして，限界費用の再商品化率基準に関する弾力性は，
 （14e）
以上の弾力性の定義より，以下の関係が得られることに注意しておく。
 （14f）
 （14g）
 （14h）
再生資源供給量が決定されることによって，  より使用済み製品
需要量が得られ，それは  で表される。その
時，使用済み製品需要関数の性質は，再生資源供給関数の性質を用いるこ
とによって以下の様に示される。
 ，  （15a）
 （15b）
（15a）の最初の式より，再生資源価格上昇は使用済み製品需要量を増加さ
せ，二番目の式より，使用済み製品価格上昇は使用済み製品需要量を減少
させることが分かる。また（15b）式は，再商品化率基準が使用済み製品
需要量に及ぼす影響を表している。ここで，使用済み製品需要の様々な弾
力性を定義しておく。最初に，使用済み製品需要の再生資源価格に関する
弾力性を以下で定義する。
再商品化率基準パラドックスの経済分析
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 （16a）
また，使用済み製品需要の使用済み製品価格に関する弾力性は，
 （16b）
そして，使用済み製品需要の再商品化率基準に関する弾力性は，
 （16c）
さらに，再生資源供給関数を用いて，再生業者の利潤関数は以下の様に
表す事が出来る。
 （17）
その時，この利潤関数の性質は，以下の様に確認される
 （18a）
 （18b）
 （18c）
（18a）式より，再生資源価格上昇は利潤を増加させる。また（18b）式よ
り，使用済み製品価格上昇は利潤を減少させる。そして（18c）式は，再商
品化率基準が利潤に及ぼす影響を表している事が確認される。
最後に，プライステーカーの仮定の下で再商品化率基準引上げが再生業
者の行動に与える影響についてまとめておく。最初に，（14c）式より，基
準引上げが再生資源生産量を増加させる事が分かる。一方で，再商品化率
基準が使用済み製品引取量に与える影響については，（16c）式より以下の
関係が得られていた。
57
ここから，基準引上げが使用済み製品引取量に与える影響については，再
生資源供給の再商品化率基準に関する弾力性に依存している事が分かる。
もしそれが弾力的であるならば，基準引上げは使用済み製品引取量を増加
させる。また非弾力的であるならば，基準引上げは使用済み製品引取量を
減少させる。さらに，弾力性が１の場合には，基準引上げは使用済み製品
引取量を変化させない。最後に，再商品化率基準が利潤に及ぼす影響につ
いて考察を行っておく。そこで再生資源生産の総費用関数を以下の様に書
き換える。
これは，資本投入を明示的に考慮した総費用関数であるが，もし再生業者
が資本投入水準を利潤最大化が達成されるように選択するならば，以下の
条件を満たす必要がある。
ここで，  と再商品化率基準と資本投入の関係  に注意
すると，この条件は以下の条件と同じであることが分かる。
つまり，利潤最大化条件を常に満たすように再生業者が資本投入を選択す
るならば，基準引上げは利潤を変化させない事が（18c）式より確認され
る。我々はこの仮定を採用する。以上の考察より，以下の結果を得る。
結果１：プライステーカーの仮定の下で，再商品化率基準引上げは，再生
資源生産量を必ず増加させるが，使用済み製品引取量は増加・減少・また
は不変となる。また，利潤は変化しない。
３．比較静学分析
前節では，プライステーカーの仮定の下で再商品化率基準が再生業者に
与える影響を見てきたが，本節では，様々な市場均衡条件を導入し，その
再商品化率基準パラドックスの経済分析
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下で基準引上げが経済に及ぼす影響を考察していく。最初に，再生資源市
場均衡のみを考慮した経済での影響を確認し，次に，使用済み製品市場均
衡のみを考慮した経済での影響を明らかにする。さらに，再生資源市場と
使用済み製品市場の同時均衡を考慮した短期と長期における経済に与える
影響を調べる5）。
3－1．再生資源市場均衡における再商品化率基準の効果
最初に，再生資源市場均衡での再商品化率基準引上げが経済に及ぼす影
響を調べていく。今，再生資源市場における需要量を  ，需要関数を 
 ，その性質を  とする。また，再生業者数を  とすると，再生
資源市場均衡条件は以下の諸式から構成される。
 ，  （19）
その時，再生資源市場均衡における再生資源個別供給量  は以下
の条件から得る事が出来る。
 （20）
１階の条件を全微分し整理する事によって，再商品化率基準が再生資源個
別供給量に与える影響は以下の様に確認される。
 （22a）
ここで，再生資源需要の再生資源価格に関する弾力性を以下の様に定義し
ておく。
 （22b）
再生資源総供給の再生資源価格弾力性は再生資源個別供給の再生資源価格
弾力性に等しく，
5） 以下の分析では，各ケースで外生変数が異なることに注意が必要である。例えば，再生資源
市場均衡を考慮した経済では再商品化率基準と使用済み製品価格とが外生変数となる。しか
しながら，我々の目的は再商品化率基準が経済に及ぼす影響にあるので，使用済み製品価格
の影響については考察しない。
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 （22c）
その時，再生資源市場均衡における再生資源個別供給の再資源化率基準に
関する弾力性は，
 （22d）
ここで，  であり，（14g）式の関係を用いていることに注
意が必要である。次に，再生資源市場均衡における再生資源需給量は  
で表されるが，再商品化率基準の引上げが及ぼす影響は，
 （22e）
さらに，再生資源市場均衡における再生資源価格は  で得られ，
その時，再商品化率基準が及ぼす影響は，
 （22f）
次に，再生資源市場均衡での使用済み製品需要量は 
 で表され，その時再商品化率基準が与える影響は，（16c）式に
注意すると，以下の弾力性の形で表す事が出来る。
 （22g）
ここで，  である。
そして，再生資源市場均衡における利潤は以下の様に表す事が出来る。
 （22h）
したがって，再商品化率基準が利潤に及ぼす影響は以下の様になる。
 （22i）
最後に，再生資源市場均衡の下で再商品化率基準引上げが経済に与える
影響についてまとめておく。最初に，再商品化率基準が再生資源生産量に
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与える影響については，（22d）式と（22e）式とより，基準引上げが再生
資源個別生産量と総生産量も増加させる事が分かる。また，（22f）式より，
基準引上げは再生資源価格を下落させることが確認される。一方で，再商
品化率基準が使用済み製品引取量に与える影響については，（22g）式より
以下の関係が得られていた。
ここから，右辺括弧内第1項目は正であるが，第２項目は再生資源供給の再
商品化率基準弾力性に依存して正・負・ゼロいずれの値もとり得る。その
時，その弾力性が１以下であるならば，基準引上げは使用済み製品引取量
を必ず減少させることが分かる。しかし，弾力的であるならば，基準引上
げは使用済み製品引取量を減少・増加・不変いずれかになる事が分かる。
そして，利潤に及ぼす影響については（22i）式より，基準引上げは利潤を
減少させる事が分かる。以上の考察より，以下の結果を得る。
結果２：再生資源市場均衡の下で，再商品化率基準引上げは，再生資源生
産量と総生産量を必ず増加させ，さらに再生資源価格を下落させるが，使
用済み製品引取量は増加・減少・又は不変のいずれかとなる。そして，利
潤は減少する。
3－2．使用済み製品市場均衡における再商品化率基準の効果
次に，使用済み製品市場均衡の下で，再商品化率基準が経済に及ぼす影
響について分析を行っていく。今，使用済み製品市場における供給量を ，
供給関数を ，その性質を  とする。その時，使用済み製品市場
における需要者は本経済における再生業者のみから構成されているものと
すると，使用済み製品市場均衡条件は以下の諸式で表現される。
 ，  （23）
その時，使用済み製品市場均衡における再生資源個別供給量  
は以下の条件から得る事が出来る。
61
 （24）
１階の条件を全微分し整理する事によって，再商品化率基準が再生資源個
別供給量に与える影響は以下の様に得られる。
 （25a）
ここで，使用済み製品供給の使用済み製品価格に関する弾力性を以下で定
義する。
 （25b）
また，使用済み製品総需要の使用済み製品価格に関する弾力性は，使用済
み製品個別需要量の使用済み製品価格弾力性に等しくなり，
 （25c）
その時，使用済み製品市場均衡での再生資源個別供給の再資源化率基準に
関する弾力性は，
　  （25d）
ここで，  と  である。
次に，使用済み製品市場均衡における使用済み製品個別需要量について
は  より，  で与えられ，再商品化率基準が
使用済み製品個別需要量に及ぼす影響は以下の弾力性によって表現される。
 （25e）
また，使用済み製品市場均衡における使用済み製品需給量は  で得られ，
再商品化率基準が与える影響は，
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 （25f）
さらに，使用済み製品市場均衡における使用済み製品価格は  で
与えられるが，その時再商品化率基準が与える影響は，
 （25g）
そして，使用済み製品市場均衡における利潤は以下で示される。
 （25h）
したがって，再商品化率基準が利潤に及ぼす影響は，
　  （25i）
最後に，使用済み製品市場均衡の下で再商品化率基準引上げが経済に与
える影響についてまとめておく。最初に，（25d）式より，基準引上げが再
生資源個別生産量を増加させる事が分かる。一方で，再商品化率基準が使
用済み製品個別引取量に与える影響については，（25e）式より以下の関係
が得られていた。
ここから，再生資源供給の再商品化率基準に関する弾力性に依存している
事が分かる。もしそれが弾力的であるならば，基準引上げは使用済み製品
引取量を必ず増加させることが分かる。また非弾力的であるならば，基準
引上げは使用済み製品引取量を減少させることになる。そして弾力性が１
の時には，不変のままであろう。さらに，同様の条件から（25f）式と（25g）
式より，基準引上げが使用済み製品総引取量と使用済み製品価格に与える
影響が明らかとなる。そして，利潤に及ぼす影響についても同様の条件か
ら（25i）式より，基準引上げが利潤に及ぼす影響を決定するであろう。以
上の考察より，以下の結果を得る。
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結果３：使用済み製品市場均衡の下で，再商品化率基準引上げは，再生資
源生産量を必ず増加させるが，使用済み製品引取量と総引取量は増加・減
少又は不変のいずれかとなる。さらに，使用済み製品価格についても上昇・
下落又は不変をとる。そして，利潤についても増加・減少又は不変をとる
ことになる。
3－3．短期経済均衡における再商品化率基準の効果
ここでは，短期経済均衡の下で再商品化率基準が経済に及ぼす影響につ
いて考察していく。短期とは再生業者の企業数が一定である状況を意味し
ており，経済均衡とは，再生資源市場均衡と使用済み製品市場均衡との同
時均衡を意味しているものとすると，短期経済均衡条件は，以下の諸式で
示される。
 ，  ，  （26）
その時，短期経済均衡における再生資源個別供給量  は以下の条件
から求まる。
 （27）
短期経済均衡条件を全微分し整理する事で，再商品化率基準が再生資源個
別供給量に与える影響は以下のように確認される
 （28a）
その時，短期経済均衡における再生資源個別供給の再商品化率基準に関す
る弾力性は，　　　  
　　
　　  （28b）
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ここで，  である。次に，短期経済均衡における再生資源需給量
は  で表され，その時，再商品化率基準が再生資源需給量に及ぼす影響
は，
 （28c）
さらに，短期経済均衡における再生資源価格は  で表され，再商
品化率基準が及ぼす影響は，
 （28d）
　また，短期経済均衡における使用済み製品個別需要量は  
で与えられるので，その時再商品化率基準が及ぼす影響は，以下の弾力性
によって表現される。
　  （28e）
また，短期経済均衡における使用済み製品需給量は  で表され，その時
再商品化率基準が与える影響は，
 （28f）
さらに，短期経済均衡における再生資源価格は  で表され，再
商品化率基準の及ぼす影響は，
 （28g）
そして，短期経済均衡における利潤は以下で表す事が出来る。
 （28h）
したがって，再商品化率基準が利潤に与える影響は，　　　
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　  （28i）
最後に，短期経済均衡の下での再商品化率基準引上げが経済に与える影
響についてまとめておく。まず，（28b）式と（28c）式より，基準引上げ
が再生資源個別生産量と総生産量を共に増加させる事が分かる。また，
（28d）式より，再生資源価格を下落させることが確認される。一方で，再
商品化率基準が使用済み製品個別引取量に与える影響については，（28e）
式より以下の関係が得られていた。
ここから，最初のケースで考察した再生資源市場均衡における使用済み製
品需要の再商品化率基準に関する弾力性に依存して，短期経済均衡におけ
る再商品化率基準引上げが使用済み製品個別引取量に与える影響が決定さ
れる事が分かる。もし括弧内の符号が正であるならば，基準引上げは使用
済み製品個別引取量を減少させるであろう。また，負であるならば，使用
済み製品個別引取量を増加させる。そしてゼロであるならば，使用済み製
品個別引取量は不変であろう。さらに，同様の条件から（28f）式と（28g）
式より，基準引上げが使用済み製品総引取量と使用済み製品価格に与える
影響が明らかとなる。そして，利潤に及ぼす影響についても同様の条件か
ら（28i）式より以下の関係が得られていた。
括弧内の第１項目は正であり，第２項目は再生資源供給の再商品化率基
準弾力性に依存して正・負・ゼロの値をとる。もしその弾力性が１以下の
値であるならば，第２項目は正となり，全体は負となる。したがって，基
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準引上げが利潤を減少させることになる。以上の考察より，以下の結果を
得る。
結果４：短期経済均衡の下で，再商品化率基準引上げは，再生資源生産量
と総生産量を必ず増加させ，さらに再生資源価格を下落させるが，使用済
み製品個別引取量又は総引取量は増加・減少・又は不変のいずれかとなる。
さらに，使用済み製品価格に冠しても上昇・下落又は不変である。そして，
利潤についても増加・減少又は不変のいずれかとなる。
3－4．長期経済均衡における再商品化率基準の効果
最後に，長期経済均衡の下で再商品化率基準が経済に及ぼす影響につい
て考察する。長期とは再生資源市場における再生業者の参入・退出が生じ
る状況を意味しており，その時長期経済均衡条件は，以下の諸式で示され
る。
 ，  （29a）
 ，  （29b）
ここで，（29b）の２番目の式は再生資源市場における再生業者の利潤がゼ
ロとなる条件を表している。つまり，利潤がゼロとなるまで，再生資源市
場では企業の参入・退出が生じることを示している。その時，長期経済均
衡における再生資源個別供給量  と再生業者企業数  と
は以下の諸条件から得られる。
 （30a）
 （30b）
長期均衡条件を全微分すると，以下の諸式を得る。
 （31a）
 
（31b）
　
ここで，  に注意すると，二番目の式は次の様に書き換える事が出
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来る。
 （32）
さらに，この式を一番目の式に代入することで，再商品化率基準が再生資
源個別供給量に与える影響は，
 （33a）
その時，長期均衡における再生資源個別供給量の再商品化率基準に関する
弾力性は，
 （33b）
ここで  の仮定を用いていることに注意が必要であ
る。また二番目の式に，  を代入すると，以下の式を得る。
その時，長期経済均衡における再商品化率基準が再生業者企業数に与える
影響は，
　  （33c）
次に，長期均衡における再生資源需給量は  で与えられるので，再商
品化率基準の影響は以下の様に表される。
　  （33d）
その時，長期均衡における再生資源需給量の再商品化率基準に関する弾力
性は，
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 （33e）
さらに，長期均衡における再生資源価格は  で表され，再商品
化率基準が及ぼす影響は，
 （33f）
また，長期均衡における使用済み製品需要量は  で
与えられ，再商品化率基準が与える影響については以下の弾力性の形で表
現される。
 （33g）
また，長期均衡における使用済み製品需給量は  で与えられるが，そ
の時再商品化率基準が及ぼす影響は，
　
　  （33g）
したがって，長期均衡における使用済み製品需給量の再商品化率基準に関
する弾力性は，
 （33h）
さらに，長期均衡における使用済み製品価格は  で与えら
れるので，再商品化率基準が与える影響については，
 （33i）
最後に，長期経済均衡の下での再商品化率基準引上げが経済に与える影
響についてまとめておく。まず，（33b）式より，基準引上げが再生資源個
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別生産量を増加させる事が分かる。そして，企業数に関しては（33c）式よ
り以下の関係を得ていた。
ここから，カッコ内分子第１項目は正であり，第２項目は再生資源供給の
再商品化率基準弾力性に依存して正が負かゼロとなる。したがって，第２
項目が正かゼロつまり，その弾力性が１以上である限り，基準引上げは企
業数を減少させることになる。このように企業数の動きについては確定し
ないけれども，再生資源需給量については（33e）式より，基準引上げが増
加させることを示している。また，（33f）式より，再生資源価格は下落す
る。そして，使用済み製品個別引取量に及ぼす影響については，（33g）式
より，前節で明らかにしたプライステーカーの下での動きと同様に，再生
資源供給の再商品化率基準弾力性に依存している事が確認される。そのた
め，使用済み製品個別引取量に及ぼす影響については必ずしも明らかにな
らないが，使用済み製品需給量に関しては（33h）式より，必ず減少する
事が分かる。そして，（33i）式より，基準引上げは使用済み製品価格を下
落させる事が分かる。最後に，利潤への影響については長期均衡が成立し
ているので，常にゼロとなる。したがって，基準引き上げは利潤を変化さ
せない。以上の考察より，以下の結果を得る。
結果５：長期経済均衡の下で，再商品化率基準引上げは，再生資源生産量
と総生産量を必ず増加させ，さらに再生資源価格を下落させるが，使用済
み製品個別引取量については増加・減少・又は不変である。また企業数に
ついても増加・減少又は不変である。一方で，使用済み製品総引取量は必
ず減少する。そして，使用済み製品価格については下落する。
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４．おわりに
我々は，再商品化率基準引上げによる政策効果を研究するために，再生
業者の利潤最大化行動を考慮した経済モデルを構築し，様々な均衡状態の
下で，再商品化率基準引上げが経済に及ぼす影響について分析を行ってき
た。本分析から得られた結果をまとめたのが以下の表である。
この表からも確認される通り，全てのケースにおいて再商品化率基準引
上げは再生資源生産量を増加させている。つまり，再商品化率基準引上げ
はリサイクル促進をもたらす事が出来ると言える。一方で，使用済み製品
引取量については全てのケースにおいて結果は明らかではない。しかしな
がら，前節の分析でも考察したように，全てのケースにおいて再商品化率
基準引上げが使用済み製品引取量にどのような影響を与えるのかは，再生
資源供給の再商品化率基準弾力性の大きさに依存している。この点につい
ては，現実の再生業者に関するデータを用いた実証分析が必要であろう。
本論文の範囲内で言えることは，再商品化率基準引上げが必ずしも使用済
み製品引取促進をもたらさないという事である。この事実は，個別リサイ
クル法の政策評価の際に重要な指標として使用済み製品の回収率が挙げら
れているが，この回収率向上をもたらすために再商品化率基準引上げは妥
当な政策では無いのかも知れないことを示唆している。この点は特に，長
プライス
テーカー
再生資源
市場均衡
使用済み製品
市場均衡
短期
経済均衡
長期
経済均衡
 増加 増加 増加 増加 増加
－ 増加 － 増加 増加
－ 下落 － 下落 下落
？ ？ ？ ？ ？
－ － ？ ？ 減少
－ － ？ ？ 下落
－ － － － ？
不変 減少 ？ ？ 不変
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期経済均衡において使用済み製品総引取量は必ず減少している事からも重
要な点であると考えられる。
本論文では，再商品化率基準引上げが経済にどのような影響を及ぼすの
かについて見てきたが，いくつかの今後の課題が挙げられる。今回は，再
商品化率基準の政策効果の分析の第1次近似として完全競争市場を仮定し
てきたが，現実には廃家電製品については複占，また廃パソコンについて
は寡占といった不完全競争市場で取引が行われている。したがって，今後
はこのような不完全競争市場における再商品化率基準の政策効果について
研究する必要があるだろう。また，家電リサイクル法やパソコンリサイク
ルといったシステム全体を捉えた上で政策効果を研究することも必要であ
る。そのためには，生産者，消費者といった他の経済主体の行動について
も明示的に扱う必要がある。次に，使用済み製品価格の有償・逆有償問題
に関してである。これは廃家電製品，廃パソコン，廃自動車など現実の使
用済み製品の取引においては逆有償で取引が成立している。したがって，
使用済み製品を投入している再生業者はその引取りに際しでお金を受取っ
た状態で再生資源生産活動を行っている。このような現実の状況をモデル
に反映した上で，政策効果を調べることは重要であると考えられる。最後
に，本論文では規制当局によって設定される再商品化率基準が社会的に望
ましいものかどうかは問わずに分析を行ってきた。しかしながら，実際に
は規制当局は各経済主体の行動を考慮した上で社会的に望ましい再商品化
率基準を設定しようとする可能性がある。この点について分析するのも興
味深いであろう。
再商品化率基準パラドックスの経済分析
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An Economic Analysis of a Paradox of Recycling Rate Standards
Hideyuki AKAISHI
《Abstract》
There is a paradox for the recycling rates defined by the proportion of 
the amount of used products to the amount of recycled materials. This 
phenomenon is that the rise of the standard for the recycling rates to 
promote the recycling activity discourages this activity. We built an 
economic model for the recycler behavior and use the comparative analysis 
to consider the existence of this phenomenon. Especially we analyze the 
influence of the increase of the standard on the economy.    
